
労務管理実務解説シリーズ

【基礎知識】急増する「スポットワーク」の労務管理
～法令違反を防ぐ実務対応とチェックポイント～

はじめに： 近年、デジタルトランスフォーメーション（DX）の進展に伴い、アプリ等を介して1日単位・数時間
単位で働く「スポットワーク」の利用が急拡大しています。人手不足対策として有効な手段である一方、従来の継
続雇用とは異なる労務リスクも存在します。本稿では、企業が法令を順守しトラブルを防ぐための労務管理ポイン
トを体系的に解説します。
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まとめ：持続可能な活用のために

1. スポットワーク急増の背景と市場動向

スポットワークとは、1日や数時間など短時間・単発で就労する働き方です。内閣府のデータ（令和7年度年次経済財政
報告）によると、大手アプリ5社の延べ登録者数は2019年12月の330万人から、2025年1月には3,200万人（約9.7倍）へ
と飛躍的に増加しています。

飲食店・物流倉庫・イベント運営をはじめ、最近では自治体と連携した農業や観光分野など、幅広い分野で導入が進ん
でいます。突発的な欠員補填や繁閑差への柔軟な対応というメリットがある一方、「求人票と実際の業務内容が異な
る」「指示・指導の不足」といった現場トラブルも報告されており、企業側の適切な管理体制が急務となっています。

2. 労働契約の仕組みと成立時期

スポットワークを適切に運用する上で最も重要なのが「労働契約」の正しい理解です。

① 契約の直接性（当事者の関係）

スポットワークアプリを提供する事業者は、あくまで「雇用仲介者」です。労働契約は「求人企業（事業主）」と「ス
ポットワーカー」との間で直接成立します。したがって、労働基準法上の使用者責任はすべて求人企業が負います。

単発・短時間雇用における契約・賃金・安全配慮義務の徹底解説
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【図解①】スポットワークにおける労働契約関係図
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③ 直接の労働契約成立（賃金の支払 ⇄ 労働の提供） 

② 契約成立時期とキャンセル（解約）のリスク

面接を行わずアプリ上で先着順にマッチングする形式の場合、原則として「ワーカーが応募した時点」で労働条件への
合意があったとみなされ、労働契約が成立します。

⚠️ 労働契約成立後の企業都合による解約（取り消し）の注意点

契約成立後に企業都合で一方的にキャンセルすることは原則できません。万一、業務の中止等でキャンセルする場合は、実
際に就労していなくても「満額の賃金」または労働基準法に基づく「休業手当（平均賃金の6割以上）」の支払い義務が発
生します。形式的な合意解約は後から無効を主張されるリスクがあるため注意が必要です。

③ 労働条件の明示義務

スポットワークであっても労働基準法が適用されるため、賃金、労働時間、業務内容などの重要事項を書面（電子交付
含む）で明示しなければなりません。アプリ会社が交付を代行する場合でも、内容に不備や誤りがないか企業自身が最
終確認を行う義務があります。

3. 労務管理における4つの必須実務ポイント

管理項目 具体的な実務内容 注意点・トラブル防止策

1. 適正な時間管理
始業前の着替え時間、準備、終了後の後片付
け・清掃時間も労働時間として計算・記録す
る。

「自己判断での早出」や「指示された準
備時間」を労働時間から除外すると賃金
不払いになります。

2. 賃金支払の厳守
賃金支払5原則に基づき、合意した賃金および
交通費等を全額・期日通りに支払う。

一方的な減額や、始業前の作業分の未払
いは労働基準監督署への相談事例として
多発しています。

3. 休業時の手当支給
急な天候不順や業務終了前繰り上げによる「早
帰り」の場合、休業手当（6割以上）を支払
う。

「仕事が早く終わったから帰っていい」
と指示した場合も、会社都合休業に該当
します。

4. 労働時間の修正申請対応
予定時間と実際の勤務時間に差が生じた場合、
ワーカーからの修正申請を速やかに確認し確定
する。

放置すると賃金支払が遅延し、トラブル
の原因となります。確認プロセスの迅速
化が必須です。
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4. スポットワーカーの安全と権利保護

「単発のアルバイトだから」という理由で、安全配慮やハラスメント対策を怠ることは許されません。

① 安全配慮義務と労働災害

事業主は、スポットワーカーが安全かつ健康に働けるよう配慮する法的義務を負います。特に危険を伴う作業や機械操
作がある場合は、事前の安全教育や保護具の着用指示を徹底してください。業務中や通勤途中の事故には労災保険が適
用されます。万一の事故発生時は救護を最優先し、労基署への報告・労災申請を迅速に行ってください。

② ハラスメント防止策

パワーハラスメントやセクシャルハラスメントの防止措置義務はスポットワーカーにも適用されます。社内の相談窓口
の周知はもちろんのこと、必要に応じて公的な相談窓口（総合労働相談コーナー等）をあわせて案内することが推奨さ
れます。

【図解②】安心・安全なスポットワーク受入と安全衛生運用サイクル

STEP 1

事前準備・明確化

正確な求人条件の登録、作業手順書および安全チェックリス
トの整備

STEP 2

就労開始前の安全教育

1〜2分の短いブリーフィングでの危険箇所共有、ハラスメン
ト窓口の案内

STEP 3

適正な就労と時間管理

着替え・片付け含めた実労働時間の把握、適切な休憩と指示
出し

STEP 4

迅速な精算と振り返り

勤怠修正の速やかな承認、次回受入に向けた業務マニュアル
の改善

5. 社会保険・税務・その他の実務手続

労災保険： 一人でも労働者を雇う場合適用されます。年に一度の労働保険料申告（年度更新）の際、スポットワー
カーに支払った賃金総額を漏れなく合算して申告してください。

雇用保険・社会保険： 1日単位の単発就労であれば原則として対象外です。ただし、同一人物が同一企業で反復継続
して勤務し、所定の週労働時間・日数基準を満たした場合は加入義務が発生します。

所得税の源泉徴収： 支払額が一定基準を超える場合、源泉徴収が必要です。日雇賃金として処理する場合は、国税庁
の「源泉徴収税額表（日額表）」の「丙欄」を用いて税額を算出し処理します。

6. おわりに：持続可能な活用のために

スポットワークは、深刻化する人手不足時代における強力な人材確保手段です。しかし、どれほど短い時間の就労で
あっても、契約が成立した以上は「一人の労働者」として労働諸法令が全面的に適用されます。

アプリを通じた手軽さに甘んじることなく、労務管理の基本（契約内容の正確な明示、適切な時間・賃金管理、安全確
保）を愚直に実践することが、企業のリスク回避と良好な働く環境の構築につながります。

• 

• 

• 
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本資料の内容は2026年時点の法令に基づき作成されています。個別の労務トラブルや実務運用に関する詳細は、当事務所にお気軽にご相談く
ださい。 
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